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はじめに 

 

近代史を通じて、エネルギーと地政学は永続的に結びつき、帝国と世界のパワーバランスを形成してきた。

しかし、世界のエネルギーシステムはまもなく大きな転換期を迎え、その転換がもたらす影響はエネルギー

分野にとどまらないであろう。政策当局者はこのダイナミックな動きに注意を払い、どの道を選んでネットゼロ

を目指すのが地政学的に最も望ましいのかを検討する必要がある。 

 

政治的に支持されている新たな通商政策は、気候変動と地政学が交差する地点にある。炭素国境調

整メカニズム（CBAM）の下では、輸入者は、輸入品の生産に伴い海外で排出された炭素量に基づい

て算出された課徴金を支払わなければならない。生産単位あたりの炭素排出量は、電力源や製造方法

が異なるため、世界各地で大きなばらつきが出る。すなわち、ひとつの商品のライフサイクル排出量は、そ

れがどこで製造されたかによって大きく異なり（Rorke, 2020）クリーンな業者ほど恩恵にあずかり、そう

でない業者は不利益を被ることになる。 

 

CBAM の導入によって、西側諸国とその貿易相手国である世界の国々には、大規模な脱炭素化に向

けて業界を導く新しい貿易制度が組織されることになる。 

 

CBAM の適用によって影響を受ける地域は多いが、本稿では湾岸地域のエネルギー生産者に与える影

響に焦点を当てる。1970 年代以降、中東は世界の主要なエネルギー供給地であり、同地域が世界市

場に果たす役割によって主要な地政学的紛争を煽ってきた。西側諸国における CBAM の導入は、これ

からの湾岸諸国の地政学にも影響を与えるであろう。具体的には、サウジアラビアとアラブ首長国連邦

（UAE）による低炭素の石油・ガスバリューチェーンと水素経済への最近の投資が、CBAM 制度によっ

て認められ報いられるようであれば、両国は西側諸国との連携を強めるかもしれない。 

 

西側諸国は、国内産業の競争力を高め、グリーンインフラへの投資に報いるために CBAM を支持してい

るが、インドや中国などの発展途上国はこのような措置は不公平であると主張している。「CBAM は、現

在それを課している強国によって工業化が阻害されている経済圏を差別するものである」というのが彼らの

主張である。最終的には、気候危機のために、世界はスピードと公平性の間で難しい選択を迫られ、政

策当局者がこの困難な緊張状態をどのように調整するかが、エネルギー・トランジション後の世界に反映さ

れることになるだろう。  
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第 1 部：西側諸国 

 

CBAM の制度設計 

 

CBAM の適用範囲と影響力は一様ではなく、設計の違いによって地政学的な影響も変わってくる。本稿

で CBAM が中東に及ぼす影響を予想するにあたり、現在欧州連合（EU）で導入されているものや米

国が現在有力視している米国版 CBAM 案に近いものを想定する。 

 

カーボン・リーケージ（企業が国内の環境規制を回避するために生産拠点を海外に移転する結果、地

球全体での炭素排出量が減らない現象）は、国内産業に悪影響を与え、世界的な脱炭素化のペース

を鈍化させる（Pirlot, 2024）。そのため、欧州と米国の CBAM は、いずれも輸入品の炭素排出量に

基づいて課徴金を課すことでカーボン・リーケージを防ぐことを目的としている。この設計が適切に行われれ

ば、CBAM は環境汚染度が高い海外の代替品と国内市場で競合する国内企業に公正な競争を保証

することができる。一方、CBAM は、炭素汚染のコストを国際的なサプライチェーンに組み込むことで、グロ

ーバルな脱炭素化を促進することになる。 

 

EU と英国の既存の CBAM は、生産プロセスで発生した直接排出（Scope 1）と、生産に伴って消費

された電力という間接排出（Scope 2）の、2 種類の排出を考慮している（Reland, 2021）。すな

わち、CBAM の課徴金は、生産プロセスと消費エネルギーの両方から生じる炭素汚染に基づいて算出さ

れる（Rorke, 2023）。電力網が再生可能エネルギーで賄われている国では、Scope 2 の排出量

（およびそれに基づく CBAM の課徴金）は比較的押さえられることになる。 

 

長期的にどの輸入品目が CBAM の対象となるのかはまだ確定されていない。EU と米国はすでに幅広い

種類の輸入品を規制しているが、CBAM 設計の初期段階では、鉄鋼、アルミニウム、肥料などの高炭素

商品に重点を置いている。将来を見据えて、EU と米国は輸入される石油とガスの排出データの収集に

関心を示しており、将来の CBAM 設計にはエネルギー資源も含まれる可能性があることを示唆している。 

 

現在の西側諸国の CBAM 制度はまだエネルギー資源をカバーしていないが、その状況は近いうちに変わ

る可能性が高い。英国と EU は、すでに輸入されるエネルギー資源の排出量報告を義務付けており、研

究者は英国と EU の政府が CBAM の対象商品に石油とガスを加えるだろうと予想している。米国では

CBAMへの支持が高まっているが、その背景には米国の石油とガスの炭素集約度が低いため、CBAMの

下では米国の競争力が高まることが予測されるためである。 
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CBAM の浸透状態 

 

CBAM は、西側諸国全体に広がりつつある。EU と英国はすでに CBAM を導入・実施しており、米国も

それに追随する意向のようだ。CBAM への期待の高まりの背景を理解すれば、この政策が今後どのように

発展していくかについて一定の洞察が得られる。 

 

EU では、欧州グリーンディールの中核的な要素として CBAM が導入された。EU の CBAM は、市場全

体の価格調整を図ること、そして規制の抜け道を利用する競合品から域内の生産者を保護することによ

って、排出量取引制度を補完し強化するものである。EU の CBAM を実施するための暫定合意は、保

護主義的な貿易政策を支持するポピュリストの右派政治家と、世界的な脱炭素化の加速を目指す左

派政治家が連立を組んで実現したため、EU の政策当局者にとっての「最高の政治的な見せ場」と評さ

れた（Benson, 2023）。 

 

同様の動きは米国でも見られる。民主党は主に、炭素排出量の削減に向けて諸外国に圧力をかけられ

る可能性があるという理由から CBAM を支持しているが、共和党議員の中にも、CBAM 体制の下で米

国産業があずかる恩恵に惹かれ、関心を示すものがいる（Dumain, 2023）。米国の CBAM の支持

者には、アラスカやルイジアナなどの石油生産州の指導者などの著名人も含まれる（Zeitlin, 2024）。

この連合が米国のCBAMの制定に十分な支持を集めることができれば、輸入される石油とガスにCBAM

の課徴金を課すよう政治的な圧力がかかり、米国の石油生産者の競争力は高まるであろう。米国ドナル

ド・トランプ大統領の拒否権は問題にならないかもしれない。トランプ大統領は気候変動に関しては依然

として否定的だが、自らを「タリフマン（関税男）」と称し、最近の選挙戦では、貿易とエネルギーの自給

に対する保護主義的なアプローチを掲げていた。トランプ大統領は、米国の生産者が中国の生産者に負

けることについてしばしば懸念を表明しており、次期共和党指導部が「アメリカ第一」の CBAM、特に、米

国産業に力を与え中国からの輸入を減らすことができる CBAM を受け入れる可能性を示唆している。 

 

CBAM が世界中に広まるにつれ、これをまだ導入していない低炭素経済国にも参加を求める圧力が高

まるであろう。日本、韓国、ブラジルなど多くの国は、外国の国庫、つまり主要貿易相手国への支払いを

回避したうえで、国内産業を保護しグリーン電化の進展を奨励するために、同様の環境規制を自国で、

独自に制定することを検討する可能性がある。 

 

  

第 2 部：湾岸諸国 

 

欧米諸国が導入する CBAM 制度において、エネルギー資源がその対象になれば湾岸諸国の経済にも

影響が出る。先進国での石油需要が長期的な減少に向かう前に、湾岸諸国からのエネルギー輸出は

EU などの市場で競争優位を確保できるだろう。さらに、欧米諸国が強固な CBAM を導入すれば、湾岸
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諸国が国内の電力・商品生産過程における脱炭素化に向けて、最近取り組んできた投資にも十分な

見返りが得られるだろう。 

 

湾岸諸国における炭素排出量削減の取り組み  

 

サウジアラビアと UAE は、石油・ガス産出国としての歴史的遺産を持ちながらも、最近は低炭素技術や

インフラへの投資を進めることで、よりクリーンで回復力の高い経済への道を歩んでいる。 

 

2020 年、サウジアラビアはエネルギー・トランジションの指針となる「循環型炭素経済」というコンセプトを

導入した。この枠組みでは、炭素の回収、利用、貯留（CCUS）を優先し、回収した炭素の新たな用

途の開発が進められている。例えば、化学物質や肥料の生産に原料として利用する技術や、稼働中の

油田やガス田に炭素を注入して圧力を高め、継続的な石油回収を支える技術などである（Seznec, 

2021）。CCUS が目指すのは、CO2 を大気中への放出前に回収することによって、化石燃料を使用し

ながら気候への影響を抑えることである。近い将来、追加的な CBAM が導入される可能性がある中で、

サウジアラビアによる CCUS への投資は、化石燃料産業の市場存続性を引き延ばす手段にもなっている

（Almutairi, 2024）。 

 

CCUS 投資とも相まって、サウジアラビアには水素生産のリーダーになる態勢が整っている。循環型炭素

経済への投資により、天然ガスと炭素回収によって低炭素水素を生産するブルー水素産業は急成長が

見込まれる。サウジアラビアはこの取り組みにおいて、豊富な天然資源と再生可能資源、専門知識の優

位性、既存の産業インフラの恩恵を享受している（アル・ケライウィ, 2024）。同様に、UAE は日本のパ

ートナーと協力して大規模なアンモニア生産施設を建設すると発表した（Obayashi, 2024）。実際、

サウジアラビアと UAE は、共に水素やアンモニアなどの次世代エネルギー市場に多額の投資を行っている

が、その一因は西側諸国全域で CBAM の普及が見込まれていることである（Benny, 2024）。 

 

サウジアラビアと UAE は、どちらも家庭用電力に再生可能エネルギーの利用を推進している。UAE では、

国営の再生可能エネルギー企業であるマスダールが最近、地域全体にわたる再生可能エネルギープロジ

ェクトを立ち上げた。このプロジェクトには、アブダビ近郊に開設された世界最大の単一サイト太陽光発電

所が含まれる（Campbell, 2020）。一方、サウジアラビアは「ビジョン 2030」の中で、2030 年までに

電力の 50％を再生可能エネルギーで賄うという野心的目標を掲げている（Selim, 2025）。この目標

はまだ達成に至りそうにはないが、同国は近年、風力発電と太陽光発電の割合を高めている（IRENA, 

2024）。このように国内の再生可能エネルギーを増やす取り組みによって、サウジアラビアと UAE は、化

石燃料を輸出する代わりに国内で使用するという機会費用を避けることができる。また、世界市場が炭

素排出のコストをますます重視するようになれば、湾岸諸国の排出量削減の取り組みは、今後何年にも

わたって、エネルギー産業における湾岸諸国の持続的な優位性に貢献することになるであろう。 
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湾岸諸国が産出する低炭素化石燃料の価値 

 

ネットゼロに向けてエネルギー・トランジションが進む中で、世界の原油需要は 2030 年以降、特に欧米

の先進国の間で徐々に減少する見通しである（IEA, 2024）。これを踏まえると、市場に残る石油とガ

スの種類は、経済的にも気候的にも重要な意味を持つ。IEA（国際エネルギー機関）の推計によると、

世界のエネルギー関連の温室効果ガス排出量のうち 15%近くが石油・ガスの生産、輸送、加工に伴う

排出である（IEA, 2023）。さらに、石油の探査、採掘、輸送の炭素集約度は油田や産出国によって

大きく異なる（Masnadi, 2021）。脱炭素化への圧力が高まるにつれ、サウジアラビアや UAE のような、

利益率が高く低炭素の燃料を生産する湾岸地域の生産国が、市場シェアを拡大する可能性が高い。 

 

サウジアラビアと UAE は、すでにフレアリングの削減、施設への低炭素電力の供給、CCUS システムの導

入などにより、石油・ガス事業の炭素排出量を低減しつつある（Mills,2023）(Romsom et al., 

2021）。しかも、湾岸諸国で採掘された原油は、処理や精製に必要なエネルギーが他の地域で採掘さ

れた原油より少ないという特性がある（Garthwaite, 2018）。したがって、サウジアラビアの石油・ガス

産業の炭素集約度は、世界平均よりも大幅に低いと推定されている（Rorke, 2022）(Hamieh, 

2022) 。  

 

このように、石油・ガスの輸入に CBAM が適用されれば、一部の湾岸諸国は炭素排出量の多い競争国

に対して競争優位を確保できることになる。原油の長期的な経済価値は、そのような低炭素の抽出・回

収方法を持つ産油国へとシフトしていくだろう。それに加えて、この機会をいち早く認識した国は、その優位

性をさらに強化することもできる。つまり、再生可能エネルギーと原子力を推進して輸出用の製品を脱炭

素化する一方で、使用されない低炭素の石油を、CBAM の恩恵を受ける市場に高価格で販売するの

である。 

  

 

第 3 部：地政学的展望 

 

貿易理論では、「貿易を拡大すればするほど、貿易相手国と武力紛争を始める可能性は低くなっていく」

とされる（Hegre, 2010）(Polachek, 2006）。自由主義の理論は、この現象の根底にあるメカニズ

ムを次のように説明している。すなわち、「紛争は有益な貿易を妨げ、国家は貿易相手国に対し影響力

を高めようとする。一方、貿易の拡大は外交的な協調を促進し、信頼を構築し、紛争リスクを軽減する」

（Poast, 2019）（Echeverri-Gent, 2016）。 

 

共通の経済的利益が確立されれば、戦争の防止に役立つだけでなく、地政学的利益や安全保障上の

利益を共有することの重要性に対する各国の認識も高まる可能性がある。1948 年のマーシャルプランと

1949 年の NATO 設立は、長期にわたる欧米間の同盟関係の基礎を築き、経済と安全保障の両面で
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の協調につながった（Latham, 2001）。同様に、戦後の米国による日本への経済援助は、地政学

的利益の共有を早期に可能にした。そのひとつに、朝鮮戦争中、米国が自国の軍隊に日本の製品を供

給したことが挙げられる（Takada, 1999）。もちろん、この動きには長短両面がある。米国が日本を

「日本は"統制経済"を利用して、米国から日本に投機資金が流入するように仕向けている」と非難した

時、ジョン・コナリー財務長官は経済的対立によって米国は「"日米"の相互安全保障協定を見直さなけ

ればならない」と警告した（Steil, 2013）。つまり、経済的利益の共有は、安全保障上の協力関係を

支えることができるが、経済的利益の相反は地政学的な緊張を引き起こす可能性があるということである。 

 

カーボンプライシングが西側諸国で広がるにつれ、国際貿易の流れもそれに適応していくであろう。サウジア

ラビアやUAEのような低炭素の石油・ガスの生産国では、石油も対象にしたCBAMを実施する国々で、

市場シェアを拡大しようという機運が高まる。例えば、サウジアラビアは他の国より効率的に石油を生産し

ているため、EU の CBAM の下では、サウジアラビア産の原油は他の生産者に比べて課徴金が 30～

50％低くなる（Aylor, 2020）。アルミニウム、水素、アンモニアなど、湾岸諸国からの他の低炭素輸出

品も、この優位性から恩恵を受けることになるであろう（Benny, 2024）。経済的な相互依存が高まる

につれて、UAE とサウジアラビアは安全保障上の利益に関して西側諸国と協力することに対し前向きにな

るかもしれない。 

 

逆に、炭素排出量の多い産油国は CBAM の拡大に伴い、低炭素の生産設備に投資するか、炭素汚

染コストをまだ組み込んでいない市場に輸出をシフトするか、という厳しい選択を迫られることになる

（Aylor, 2020）。アルジェリア、イラク、イランのような国は、中国、インド、南アフリカなど、CBAM を導

入していない国との関係を強化することを選択するかもしれない（Masnadi, 2015, 「図 1：炭素集約

度」参照）。輸出先であるグローバルサウス市場の指導者たちは、少なくとも短期的には自国で CBAM

を施行する政治的意欲がほとんどないことを示唆する発言を行っている。 

 

CBAM は、西側諸国では広く導入されようとしているが、世界的に見れば依然として検討課題のままで

ある。中国、南アフリカ、ブラジル、インドは共同声明の中で、EU の CBAM の適用について、「深刻な懸

念」を表明した（Munzur, 2021）。中国の習近平国家主席は、2021 年に行われた欧州のリーダー

たちとの首脳会談の席で、EU の CBAM 導入計画を激しく非難し、気候変動が「地政学上の交渉材料、

他国への攻撃の標的、貿易障壁の口実」になってはならないと警告した（Mathiesen, 2021）(新華

社通信, 2021 翻訳版）。特に中国は、鉄鋼、機械、自動車などのエネルギー集約型製品に関しては

EU が最大の貿易相手国の 1 つであることから、大きなリスクにさらされている（Munzur, 2021）

(Eurostat, 2024）。米国が同様の CBAM を導入すれば、グローバルなサプライチェーンに対する中

国の支配力が損なわれる可能性がある（Boocker, 2024）。 

 

つまり、低炭素の産油国と欧米市場との貿易関係が強化されるのに伴い、地政学的状況は変化してい

く可能性がある。それに応じて、炭素排出量の多い石油や商品の生産国はグローバルサウス市場との連
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携を強めるかもしれない。最終的には、CBAM の地政学的影響はその政策設計の詳細に左右される。

例えば、欧米の政策当局者が、発展途上国に特別待遇を認めるという WTO モデルに従えば、CBAM

が引き起こす経済的課題や地政学的混乱は軽減または解消される可能性がある（Busch, 2022）。 

 

 

終わりに 

 

西側諸国で CBAM が普及するに従って、世界経済はこの新しい貿易制度に適応していくであろう。湾

岸諸国では、サウジアラビアと UAE が低炭素石油生産における既存の優位性と最近の水素バリューチェ

ーンへの投資によって、CBAM 導入国での市場シェアを拡大する態勢を整えている。この経済関係の強

化は、湾岸諸国と西側諸国の地政学的連携、中でも気候変動緩和策における連携を後押しする可能

性がある。 

 

CBAM は、低炭素生産者と高炭素生産者の間に分断を生じさせることで世界的なエネルギー地政学を

変える可能性も秘めている。湾岸諸国にとって、CBAMは西側市場における地位を強化するだけでなく、

再生可能エネルギーや CCUS へのさらなる投資を促すことにもなる。この二重のアプローチにより、サウジア

ラビアと UAE は、化石燃料と再生可能エネルギーの 2 つの分野でリーダーとしての地位を確立し、脱炭

素化が進む世界で、その影響力が増す可能性がある。一方、高炭素エネルギー源に依存している国々

は、収益性の高い西側市場から締め出されることになり、世界が低炭素の未来に向かって紆余曲折を続

ける中、世界全体の勢力図が塗り替えられる可能性がある。共通の経済的利益が安全保障上の協力

を促すことが事実ならば、CBAM は欧米諸国と低炭素の湾岸諸国との安全保障上の連携を後押しする

役割も果たすかもしれない。 

 

今後まもなく CBAM により脱炭素化が進み、国内産業が育成され、地政学的状況は様変わりするだろ

う。孤立主義が高まり、気候変動が深刻化する中、こういった難しい政治的状況下でも CBAM は進展

を遂げることが期待される。このような状況に対応するために、政策当局者は CBAM を公平に設計し、

CBAM の導入によって安全保障と世界的な繁栄が促進されるように努める必要がある。 
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